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第１　はじめに
不公正な取引方法は、競争の実質的制限よりも競争秩序への侵害の程度
が低く、また、解釈の幅が広い「公正な競争を阻害するおそれのある」行
為を規制対象としている。また、独占禁止法及びそれに基づく公正取引委
員会の告示により、多様な類型に該当する行為が規定されている。
このため、不公正な取引方法の禁止規定は、公正かつ自由な競争秩序の
確保のために有効な規定として位置付けられる（1）。一方、要件の解釈や法
運用に関し議論も見られる。
本稿は、不公正な取引方法について、要件及び法運用の明確化等の視点
から、いくつかの論点について、審判決・ガイドラインの内容や各論説を
踏まえて私見を取りまとめたものである。
第２　競争手段の不公正さに係る検討
１　問題意識
公正競争阻害性については、自由競争の減殺、競争手段の不公正さ、自
由競争基盤の侵害のいずれかの側面からみて、公正な競争秩序を侵害する
おそれがあることをいう（2）。また、主として、競争手段の不公正さの側面
からの公正競争阻害性がある行為として、一般指定８項、９項、10項、
14項及び15項が指定されている（3）。
（1）　鈴木孝之「不公正取引規制に期待される政策的役割」舟田正之先生古稀祝賀『経済
法の現代的課題』285頁（有斐閣、平成29年）
（2）　田中寿編著「不公正な取引方法」10頁（商事法務研究会、昭和57年）
（3）　田中・前掲（注２）11頁の記述を踏まえて、現行一般指定の条項を当てはめたもの。
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競争手段の不公正さの側面からの規制については、競争政策にとって有
効な規制手段である一方、不公正さという概念の幅の広さから、広範な行
為が規制対象となり得るとともに、規制基準の不明確性を伴うという問題
もある。
また、一般指定14項の公正競争阻害性については、競争手段の不公正
さ、又は自由競争の減殺の２つの側面を持つものと解されているところ、
最近の法適用においては、問題となった行為については、競争手段の不公
正さと自由競争の減殺という２つ側面からの公正競争阻害性を同時に併せ
持つものとして評価される事案がほとんどである。このような法適用に関
しては、競争手段の不公正さを強調することにより、自由競争の減殺の認
定が甘くなるおそれがあるとの指摘がある（4）。
この論点にも関係するが、再販売価格の拘束（法２条９項４号）、一般
指定11項、12項の自由競争の減殺型の事案においても、拘束行為の実効
確保手段として、相手方に対し、不利益措置が講じられる場合が多い（5）。
一つの行為について、複数の公正競争阻害性の側面を有することが多いと
しても、このような自由競争の減殺型の事案において、実効確保手段とし
ての不利益措置を伴う行為について、どのように評価するか（このような
不利益措置の存在自体をとらえて、競争手段としての不公正さを持つ行為
として位置付けるか。）という論点がある。
自由競争の減殺や自由競争基盤の侵害については、ガイドライン（6）等に
よりその解釈等が詳しく示されているが、競争手段の不公正さに関して
は、ガイドライン等により論じられている点も少ないところ、以上の問題
（4）　川濱昇、岸井丈太郎、白石忠志他「座談会　最近の独占禁止法違反事件をめぐって」
公正取引778号（平成27年８月）12頁、泉水文雄「経済法入門」338頁（有斐閣、平
成30年）他
（5）　公正取引委員会「流通・取引慣行に関する独占禁止法上の指針」（流通・取引慣行
ガイドライン）（平成３年、平成29年最終改正）第１部第１、２（３）
（6）　公正取引委員会・前掲（注５）流通・取引慣行ガイドライン、公正取引委員会「優
越的地位の濫用に関する独占禁止法上の指針」（優越的地位の濫用に関するガイドライ
ン）（平成22年）他
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意識を検討する上では、改めて「競争手段の不公正さ」の判断基準につい
て整理、検討する必要があると考えられる。
２　競争手段の不公正さの判断基準について
（１）独占禁止法研究会報告書
「不公正な取引方法」に係る旧一般指定（昭和57年公正取引委員会告示
第15号）の告示・施行時における独占禁止法研究会報告書（7）によれば、「公
正な競争」が確保される一つの条件として、「自由な競争が価格・品質・
サービスを中心としたもの（能率競争）であることにより、自由な競争が
秩序づけられていること（競争手段の公正さの確保）」が挙げられており、
これを侵害する行為を、競争手段が不公正なものとして公正競争阻害性の
ある行為と位置づけている。
また、「競争手段の不公正さについては、競争が価格・品質・サービス
を中心として行われているかどうかの観点から見て、競争手段として不公
正であることが問題となる。」等としており、競争手段が不公正なものか
否かについては、能率競争を歪めるものか否かが判断基準となる旨が示さ
れている。
同報告書においては、競争手段の不公正さの側面から公正競争阻害性
のある行為として、不当な顧客誘引（現行一般指定８項、９項）、取引強
制（現行一般指定10項）、取引妨害・内部干渉（現行一般指定14項、15項）
が挙げられているところ、不当な顧客誘引については、「顧客が良質廉価
な商品を自由に選択することを妨げるおそれのある行為は、競争手段とし
て不公正であり、不公正な取引方法として規制の対象とされる。」とし、
取引強制については、「取引強制行為は、顧客の選択の自由を歪める競争
手段であるが、それを通じて価格・品質・サービスを中心とした能率競争
を可能とする秩序を侵害するおそれがあるかどうかが問題となる。」とし
（7）　独占禁止法研究会報告「不公正な取引方法に関する基本的な考え方」（昭和57年）
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ている。また、取引妨害・内部干渉については、「独占禁止法上問題とな
る取引妨害・内部干渉行為は、・・・独占禁止法第１条の目的で予定され
ていると考えられる価格・品質による競争が歪められ、また、顧客の商品
選択を妨げるおそれがあるような行為である。」とされている。
（２）審決、判決
公正取引委員会の排除措置命令においては、特に、競争手段の不公正さ
についての解釈は示されていないが、審決、判決の中では、次のような解
釈が示されており、また、排除措置命令事案における担当官解説（8）におい
ても類似の説明が行われている。
なお、近年、独占禁止法24条に基づく差止請求訴訟に関して、２件（神
戸電鉄タクシー事件（大阪高裁判決平成26年10月31日）、ドライアイス仮
処分申立事件（東京地裁決定平成23年３月30日））において、一般指定14
項が認定されているが、これらの判決・決定においても、競争手段の不公
正さについての解釈は、特に示されていない。
ア　審決
○藤田屋事件（審決平成４年２月28日。旧一般指定10項）
 「一般指定第10項に規定する不当とは、公正な競争を阻害するおそれが
あることを意味すると解されるが、右公正な競争を阻害するおそれと
は、当該抱き合わせ販売がなされることにより、買手は被抱き合わせ商
品の購入を強制され商品選択の自由が妨げられ、その結果、良質・廉価
な商品を提供して顧客を獲得するという能率競争が侵害され、以て競争
秩序に悪影響を及ぼすおそれがあることを指すものと解するのが相当で
ある。」
（8）　例えば、大胡勝他「株式会社ディー・エヌ・エーに対する排除措置命令について」
公正取引733号（平成23年11月）91頁
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○第一興商事件（審決平成21年２月18日。旧一般指定15項）
 「このような行為は、価格・品質・サービス等の取引条件を競い合う能
率競争を旨とする公正な競争秩序に悪影響をもたらす不公正な競争手段
である。」
イ　判決
○ 電気保安業務に関する不公正取引差止請求控訴事件（日本テクノ事件）
（東京高裁判決平成17年１月27日。旧一般指定８項、15項等）
 「２条９項６号が競争者とその取引の相手方との間の取引の不当な妨害
を禁止している趣旨は、このような行為が価格と品質による競争をゆが
め、顧客の商品・役務の選択を妨げるおそれがあることによるものであ
ると解される。そうすると、本件のような顧客に対する働きかけが問題
となる事案における「不当性」の判断は、勧誘に用いられた手段が客観
的に見て顧客の自由な意思決定に支障を来す程度のものであったかどう
かによると判断されるべきものと解される。」
 「２条９項３号がぎまん的顧客誘引を禁止する趣旨は、本来、公正な競
争は、顧客が正しい商品情報を受けて、正確、冷静に判断するという過
程を通じて実現されるべきであり、商品・役務の情報について虚偽の情
報を表示することは公正競争を阻害することになるからであると解され
る。」
（３）競争手段の不公正さの判断基準
ア　基本的考え方
以上のように、独占禁止法研究会報告書も、その後の審判決において
も、競争手段の不公正さに係る解釈は同じであり、能率競争を歪めるか否
かが競争手段の不公正さの判断基準とされている。
公正性（fairness）は、特定の行為が一般的に受け入れられ、確立した
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社会規範に沿っているか否かという基準で判断されるとされているとこ
ろ（9）、上記の公正さにかかる判断基準は、独占禁止法における解釈として
妥当なものと考えられる。
しかし、競争手段は、多様なものがあり（単に、良質な商品を廉価で提
供することだけでなく、情報提供活動、取引先に対する営業活動等、多様
なものがある。）、一方で、事業者の自由な事業活動を阻害しないようにす
るためには、「能率競争を歪めるか否か」の判断に当たっては、より明確
性のある、また、統一的な基準が示されることが望ましい。
この点について、従来の解釈を見ると、能率競争を歪める行為のうち、
特に、需要者の商品選択を人為的に歪める行為について、競争手段が不公
正なものとして規制対象としていることがうかがえる。需要者（消費者）
主権を前提に、需要の獲得を目的とする競い合いを競争の本質ととらえれ
ば、需要者の選択を人為的に歪める行為については、正当化される側面は
なく、需要者の選択を人為的に歪める行為か否かを競争手段の不公正さの
基準とすることは適当と考えられる。需要者の選択が歪められている場合
には、事業者（行為者、競争者）にとっては、需要者の意向を踏まえた、
良質・多様な商品・役務の提供や価格設定を行うことが制限されたり、そ
のインセンティブが阻害されることとなるものであり、能率競争の実施を
妨げるものとなる。
また、能率競争に反するものであるが、必ずしも、需要者の商品選択を
歪めるものとはいえない行為（例えば、不当廉売等）の公正競争阻害性に
ついては、自由競争の減殺として位置付けられているところ、上記のよう
な限定により、競争手段の不公正さが公正競争阻害性の一つの側面として
位置付けられていることの意味合いをより明確にし、その理解を深めるこ
とができると考えられる。
（9）　矢野誠「第10章市場の質と競争公正性」矢野誠他編著『市場の質と現在経済』230
頁（勁草書房、平成28年）
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競争手段の不公正さに関し、白石教授は、「独禁法における不正手段（10）
は、『自己又は他人の商品役務の競争変数を、歪めて需要者に伝えるこ
と、または、全く伝わらないようにすること』と定式化できる。」と説明
している（11）。これは、需要者の適正な商品選択が確保されるためには、市
場の参加者についてその競争変数が正しく伝わっていることが前提となる
ことを踏まえて、情報提供の側面に焦点を当て、需要者の選択を人為的に
歪める行為をとらえたものと解される。
イ　需要者の選択を人為的に歪める行為
競争手段として不公正なものと評価される行為については、行為の外形
から分類することも可能であるが（12）、上記アの需要者の選択を人為的に歪
める行為か否かを判断基準とすると、需要者の選択に影響する行為の内容
に応じて、次のような分類ができると考えられる（13）。
（10）　白石教授は、公正競争阻害性を「自由競争侵害」「能率競争侵害」「自由競争基盤
侵害」とし、能率競争侵害の観点から公正競争阻害性のあるものを「不正手段」と
記している。
（11）　白石忠志「独占禁止法（第３版）」344頁（有斐閣、平成28年）
（12）　川濱昇「第７章不公正な取引方法第１節総論」『独占禁止法（第６版）』266頁（弘
文堂、平成30年）においては、「手段自体の不当性は、顧客の意思決定の適正さを歪
曲するような場合（ぎまん的取引、取引強制等）や競争者の事業活動に対するあか
らさまな妨害（競争者に対する取引妨害、内部干渉等）を行う場合のように取引相
手や競争者を傷付ける場合に認められる。」とされている。
　　　また、泉水・前掲（注４）においては、一般指定14項の過去の事案（競争手段の
不公正型）を踏まえた分類として、物理的妨害、威圧・脅迫、誹謗中傷、偽計、顧
客の奪取を挙げている。
（13）　下記の事例は、多様な行為に対し一般指定14項（旧一般指定15項）の適用がみら
れるようになってきた、平成15年以降における公正取引委員会による処理事案（法
的措置、警告等）及び差止請求訴訟事案を対象としている。
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（ア） 人為的に、競争者の数を実質的に制限し、商品選択（14）の幅を狭く
する行為
① 提供する商品の品質、価格等について、事業者間で協調的な行動をさ
せる行為（行為者が複数の取引先に対し、提供する商品の品質・価格
設定等について協調的な行動をさせる行為（15））
② 事前に、競争者の地位にある者の市場への参加（取引の機会）を排除
したり、競争能力を低下させる行為
　（例）
○ 入札に際し、事前に発注者に接触して、発注者の意向や秘密情報の教
示を受けて入札に参加し、他の入札参加者が落札・受注できない蓋然
性を高めた行為
　（フジタ事件（一般指定14項）。排除措置命令平成30年６月14日）
○ 競争者のサービス内容を悪化させるために、競争者と取引していた自
己の子会社に対し、競争者との取引を拒絶させ、その旨を競争者の取
引先卸売業者・ユーザーに告知し、競争者の競争能力を弱める行為
（第一興商事件（一般指定14項）審決平成21年２月18日）
○ 競争者の顧客獲得の場（駅前のタクシー待機場所）において、物理的
実力行使により、競争者が利用者を乗せることを妨害する行為
　 （神戸電鉄タクシー事件（一般指定14項）大阪高裁判決平成26年１月
31日）
（14）　役務取引の場合には役務選択となるが、簡略化のため、以下では、単に「商品選
択」と記している。
（15）　協調的な行動については、行為者の属する市場において、競争者と協調的な行為
を行う場合もあり、これらの行為も不公正な競争手段と評価できるが、当該行為に
ついては、不公正な取引方法の対象でなく、３条、８条の規制対象となる。
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○ 保守サービスのために不可欠な保守部品について、競争関係にある独
立系保守業者に対し、不利な条件で販売し、独立系保守業者の競争能
力を弱める行為
　 （東急パーキングシステムズ事件（旧一般指定15項）排除措置命令平
成16年４月12日）
○ バドミントンの大会主催者に対し、応じない場合に自己が協賛しないこ
とを示唆し、輸入品を大会使用球にしないようにさせたり、輸入品販売
業者のホームページに輸入品取扱小売店として掲載された小売店に対
し、ホームページから削除させるようにするなどし、輸入品販売業者の
競争能力を弱める行為（その他、下記（イ）③等に該当する行為も実施）
（ヨネックス事件（旧一般指定15項）排除措置命令平成15年11月27日）
（イ） 競争者間の商品を需要者が選択するに際し、人為的に、需要者の判
断を歪めさせる行為
① 商品選択のための情報（自己又は競争者の商品の品質、価格等）につ
いて、虚偽の情報を提供する行為
　（例）
○ 競争者の取引先に対し、自己が所有する知的財産権の権利行使に関し
虚偽の事実を告知
　 （ワン・ブルー・エルエルシー事件（一般指定14項）公表平成28年11
月18日）
○ 競争者の取引先に対し、「競争者が自社との間の契約上の競業避止義
務に違反した」旨等、競争者を誹謗中傷し取引停止を働きかける行為
　 （ドライアイス仮処分申立事件（一般指定14項）東京地裁決定平成23
年３月30日）
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② 事前に、需要者に経済上の利益を提供（法令等に違反する利益提供行
為も含む。）したり、自己の商品を購入した場合に、経済上の利益を提
供することを条件とすることにより、需要者の商品選択を歪める行為
　（例）
○ 教科書の採択に関与する可能性のある教員等に対し、金銭、酒類・料
理等の経済的利益を提供する行為
　（教科書発行者事件（一般指定９項）警告平成28年７月６日）
③ 自己の商品を購入しない場合に、経済上の不利益措置を講じることを
条件とすることにより、需要者の商品選択を歪める行為
　（例）
○ 競争者と取引した取引先に対し、不利な取引条件（現金による定価販
売）を設定する行為
　 （岡山北生コン協同組合事件（一般指定14項）排除措置命令平成27年
２月27日）
○ 競争者と取引した取引先に対し、不利な取引条件（顧客誘引手段の制
限）を設定する行為
　 （ディー・エヌ・エー事件（一般指定14項）排除措置命令平成23年６
月９日）
ウ　小括
以上を整理すると、需要者の商品選択を人為的に歪める行為について
は、①人為的に、競争者の数を実質的に制限し、商品選択の幅を狭くする
行為、②競争者間の商品を需要者が選択する際に、人為的に、需要者の判
断を歪めさせる行為があり、これらの行為は、競争手段の不公正さの側面
から、公正競争阻害性を有するものと評価できる。
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なお、人為的な行為が行われた場合でも、理屈上は、多くの需要者に
とって、人為的な行為がない場合における商品選択と、その結果が変わら
ないことがあり得る。例えば、上記イ（イ）②については、利益の提供に
より、需要者の商品選択を誘引する行為であるが、取引の相手方によって
は、誘引された選択結果が、当該行為がなかった場合の選択結果とあまり
変わらない場合もあり得る。このため、人為的な行為が需要者の本来の商
品選択を歪めさせるものか否かについては、次のような事項を考慮して判
断する必要がある。
①選択した商品の品質等の内容
②人為的行為の強制性（選択しない場合の不利益性の程度）
③ 利益提供行為の内容（当該利益提供行為が、現存する法令等のルール
に反するものか、景品表示法の規制対象となる景品類（16）に該当し、
利益提供の額も大きい等、商品選択に影響を及ぼすおそれがあるもの
か否か）（17）
また、上記イ（ア）①（行為者が取引先事業者を拘束し、取引先事業者
間の競争を回避する場合）については、競争手段の不公正さの側面から公
正競争阻害性があるものとも評価できるが、自由競争の減殺が認定できる
場合には、行為の違法性（競争事業者間における競争回避行為との類似性
を持つ競争阻害効果）の明確化等の観点からは、行為の目的、競争が制限
されることとなる取引段階に焦点を当て、自由競争の減殺効果（競争回避
（16）　景品表示法の規制対象となる景品類の定義については、顧客を誘引するための手
段として取引に付随して相手方に提供する経済上の利益とされ、値引き、アフター
サービスと認められる経済上の利益及び当該取引に係る商品・役務に付属するとみ
られる経済上の利益は除かれている。また、景品表示法は、提供する景品類の額、
提供方法等に基づいて、提供行為を規制している。これらは、消費者の商品選択へ
の不当な誘引効果を踏まえた規制内容となっているものである。
（17）　白石・前掲（注11）380頁において、一般指定９項の「不当な」の解釈として、
①商品役務その他の競争変数でなく商品役務とは無関係の経常上の利益の多寡によ
り商品役務が選択されるようになることを問題視する視点、②他の法令やその趣旨
に反するような方法によって顧客誘引をすることを問題視する視点を挙げている。
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効果）を持つ取引先に対する拘束行為（法２条９項４号（再販売価格の拘
束）、一般指定12項）として評価することが適当と考えられる。
３　行為の広がり
競争手段の不公正さの側面からの公正競争阻害性の認定に関し、行為の
広がりについては、公正競争阻害性の要件と解する考え方（違反要件説）
と、違反要件ではなく、事件選択の基準に過ぎないとする考え方（事件選
択基準説）の２説がある（18）。
この点に関しては、昭和57年の独占禁止法研究会報告書においては、
「当該行為の相手方の数、当該行為の継続性・反復性、伝搬性等を考慮す
ることとなろう。」とされており、現行の公正取引委員会のガイドライ
ン（19）においても、行為の広がりが要件となっている。
確かに、ある事業者による競争手段としての不公正な行為は、能率競争
の手段といえず、当該行為者及び競争者に対し、能率競争を制限し、ま
た、能率競争実施のインセンティブを削ぐ可能性を持つ行為であり、それ
自体、公正競争阻害性を持つものと解することもできる。
しかし、①競争状況の評価に当たっては、商品等の範囲、競争への参加
者等、広がりを持った市場の状況を常に考慮する必要があるところ、公正
「競争」阻害性の評価に当たっても、この点を考慮する必要があると考えら
れること、②需要者の選択を歪める行為が事業者（行為者、競争者）の事業
活動（能率競争）に与える影響については、当該行為の内容等により異なる
ところ、上記の行為の広がりが大きいほど、事業者間の能率競争、市場の競
争秩序に与える悪影響が大きいと評価できること、③事業者の競争手段は多
様なものがあり、また、需要者の商品選択を歪める行為を不公正な行為とと
（18）　白石・前掲（注11）344頁、金井貴詞「第７章不公正な取引方法第６節不当な顧
客誘引・取引強制」『独占禁止法（第６版）』367頁、378頁（弘文堂、平成30年）
（19）　流通・取引慣行ガイドライン第１部第２、７抱き合わせ販売（注10）、公正取引委
員会「知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針」（知的財産ガイドライン）（平
成19年。最終改正平成28年）第４、１（３）
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らえると、競争手段が不公正な行為として広範なものが対象となり得るが、
その不公正さの程度も差がある中で、規制対象の明確化を図ることが望まし
いこと、④これに関連して、自由競争の減殺に係る公正競争阻害性の判断に
係るものであるが、おそれの程度については漠然とした可能性の程度でもっ
て足りると解すべきでなく、当該行為の競争に及ぼす量的又は質的な影響を
個別に判断して、公正競争阻害性が判断されることが必要と解されていると
ころ（20）、競争手段の不公正さに係る公正競争阻害性の判断においても同様に
考えられること等を踏まえると、行為の広がりを違反要件として評価するこ
とが適当と考えられる。なお、不当な勧誘行為については、独占禁止法以外
の法律等において、競争への影響を要件とせず規制されることも増えてきて
いる（21）。
行為の広がりを要件としても、競争手段の不公正さについては、価格、
数量等の競争変数に対する影響力の差という観点から、自由競争の減殺と
は異なる公正競争阻害性を持つものとして評価することができる。また、
行為の広がりを踏まえた競争手段の不公正さの判断に当たっては、市場
シェア以外でも、行為者の有力性、実施している事業者の数、相手方の事
業者数、行為内容の波及性、継続性等が判断要素となることから、明確な
市場の画定が求められる必要はないと考えられる。
４　一般指定14項の適用
１の問題意識において触れたように、近年、公正取引委員会が処理した
（20）　マイクロソフト事件（審決平成20年９月16日）審決第４、１（１）、クアルコム
事件（審決平成31年３月13日）審決６、１（１）
（21）　例えば、独占禁止法により規制が行われた、証券業者による事後的な損失補てん
行為（野村證券事件審決平成３年12月２日）については、その後、証券取引法（現
金融商品取引法）により直接禁止されるようになっている。また、教科書発行者に
よる採択に関与する可能性のある教員等に対する経済上の利益提供行為（警告平成
28年７月６日）については、業界団体による新たな自主規制ルールの策定が行われ
ている。その他、特定商取引に関する法律、各種事業法等により、不当な勧誘行為
の規制対象が拡大してきている。
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一般指定14項（旧一般指定15項）の事件においては、担当官の解説によ
れば、公正競争阻害性として、競争手段の不公正さと自由競争の減殺の２
つを挙げているものがほとんどである（22）。
一般指定14項が競争者に対する取引妨害を要件とし、競争手段の不公
正さについて行為の広がりを要件とすれば、自由競争の減殺効果も認定し
やすくなることから、一般指定14項の適用事案については、その公正競
争阻害性は、２つの側面を同時に有することが一般的になり、競争手段
の不公正さのみを根拠として一般指定14項を適用することは理論的には
あり得るとしても、実際に適用する事例はあまりないのではと考えられ
る（23）。
１の問題意識で触れたように、上記のような一般指定14項の適用に関
して、競争手段の不公正さを強調することにより、自由競争の減殺の認定
が甘くなるとの批判があるが、公正競争阻害性に係る３つの側面は、その
性格が異なるものであるため、２つの側面からの公正競争阻害性を有する
と評価する場合でも、当然、それぞれの公正競争阻害性が認定できる必要
性がある（24）。
また、競争者排除のための拘束行為の実効確保手段として、不利益措置
が講じられているような一般指定10項（抱き合わせ販売）、11項、12項に
該当する行為についても、競争手段の不公正さの側面を捉えれば、理屈上
は、一般指定14項としても法適用が可能となる。しかしながら、一般指
（22）　例えば、第一興商事件（審決平成21年２月18日）、ディー・エヌ・エー事件（排
除措置命令平成23年６月９日）、岡山北生コン協同組合事件（排除措置命令平成27年
２月27日）、フジタ事件（排除措置命令平成30年６月14日）等
（23）　根岸哲「一般指定15項の競争者に対する取引妨害の公正競争阻害性」ジュリスト
1378号（平成21年５月）171頁において、「「競争手段の不公正さ」と「競争の減殺」
とは、実際上重なり、判然と区別することが困難な場合も多く、また、いずれかに
該当すれば足りるので、両者を厳密に区別する意味があるかという問題もある。」と
している。
（24）　公正競争阻害性についての３つの側面は、その性格が異なるため、単独では公正
競争阻害性を満たさない場合に、２つの側面を合わせることにより、公正競争阻害
性が満たされると解することは困難であり、公正競争阻害性の判断基準を複雑にす
ることとなる。
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定14項の一般条項性を踏まえれば、行為要件に該当すれば、一般指定10
項、11項、12項の拘束条件付取引等として法適用を行うことが適当とな
る（25）。
以上を踏まえると、他の一般指定の行為要件に該当しないが、競争手段
として不公正な行為であり、また、自由競争の減殺効果を持つ行為につい
て、一般指定14項の適用が行われることになると考えられる（26）。
一般指定14項については、競争手段の不公正さの側面からの公正競争
阻害性を持つ行為として解されているが、この競争手段の不公正さの要件
については、競争者排除効果を持つ多様な行為の中で、公正競争阻害性
（自由競争の減殺効果）を持つ不公正な取引方法として規制対象となる行
為を限定する役割を持つものと考えられる。
第３　市場の範囲に係る検討
１　問題意識
不公正な取引方法については、市場の画定が明示的要件とはなっていな
いが、自由競争の減殺型の不公正な取引方法においては、公正競争阻害性
の認定に当たり、市場の画定が必要と解されている（27）。
（25）　適用条項に関しては、実効確保手段の不公正さに着目し、また、当該手段による
競争者に対する取引妨害行為に限定した排除措置を命ずる観点から、一般指定14項
の適用が行われたことをうかがわせる説明も見られるが（大胡勝他・前掲（注８）
95頁）、一般指定12項の適用事例においても、特定の実効確保手段と関連付けた拘束
条件付取引の排除を命じることもできると考えられる。
（26）　金井貴詞「第７章不公正な取引方法第７節不当な取引妨害・内部干渉」『独占禁止
法（第６版）』392頁（弘文堂、平成30年）においては、「一般指定14項の文言が一
般的・抽象的であることから、「取引妨害」には多種多様な行為が含まれる可能性が
ある。・・・不公正な取引方法の他の規定、たとえば・・・　の規定が適用できる場
合にはそれらの規定を適用し一般指定14項は補完的に適用すべきであると解されて
いる。」とされている。
（27）　マイクロソフト事件（審決平成20年９月26日）、ビル設備総合管理請負契約更新
拒絶等差止請求事件（東京高裁判決平成19年１月31日）。例えば、後者においては、
「独占禁止法は公正かつ自由な競争を促進するために競争を制限ないし阻害する一定
の行為及び状態を規制する法律であり、競争が行われる場を画定しない限り、公正
競争阻害性の判断は不可能である」旨、判示している。
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しかし、不公正な取引方法に係る排除措置命令の段階では、判断要素を
含め、市場の範囲について明示的な認定は行われていない。
市場の画定に関係する商品の代替性の程度は連続的であり、また、市場
の範囲は、事案毎に、商品の特性、取引の実態に応じて画定されるもので
あるため、独占禁止法の運用において、市場の範囲が争点となりやすい。
不公正な取引方法の事案に係る審判においても、被審人から客観的な市場
の画定の必要性が主張されており（28）、また、判決においても、代替性を踏
まえた認定が行われている事例もある（29）。
このような中で、不公正な取引方法の事案については、不当な取引制限
や私的独占の事案と同様に、当該行為の対象となる取引及び当該行為によ
り影響を受ける範囲を手掛かりとして、市場の画定が行われていることが
一般的であるところ（30）、このような画定方法の妥当性、一定の取引分野に
おける競争の実質的制限を要件とする違反事案（私的独占等）における画
定方法との差異等について整理、検討を行った。
２　市場効果要件（公正競争阻害性）との一体的認定
不公正な取引方法における市場の画定に関しては、例えば、流通・取引
慣行ガイドラインにおいては、「当該行為に係る取引及びそれにより影響
を受ける範囲を検討した上で、」（31）とされ、また、知的財産ガイドラインで
は、「当該制限行為の影響の及ぶ取引を想定し、」（32）とされており、その後
に、それぞれ、当該行為により影響を受ける商品の取引の範囲（市場）に
おける自由競争の減殺効果を認定する際の分析方法及び判断要素について
（28）　クアルコム事件（審決平成31年３月13日）審決第５、１（２）ア、マイクロソフ
ト事件（審決平成20年９月16日）審決第３、１（２）ア
（29）　都営芝浦と畜場事件（最高裁判決平成元年12月14日）、ビル設備総合管理請負契
約更新拒絶等差止請求事件（東京高裁平成19年１月31日）
（30）　マイクロソフト事件（審決平成20年９月16日）審決第４、１（３）。本文後記２
記載のガイドライン
（31）　流通・取引慣行ガイドライン第１部３（１）
（32）　知的財産ガイドライン第２、２（３）
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の記述がなされている。
上記ガイドラインでは、影響を受ける取引の行われる範囲（市場）のと
らえ方については、特に明示されておらず、また、「排除型私的独占に係
る独占禁止法上の指針」（排除型私的独占ガイドライン）（平成21年）に
記されているように、必要性に応じ、商品の範囲、地理的範囲について代
替性の観点も考慮する旨（33）の記述がないところ、不公正な取引方法の場
合には、下記のような考え方により市場の画定を行うことができると考え
られる。
自由競争の減殺については、「価格維持のおそれがある場合」又は「競
争者の排除又は取引機会の減少のおそれがある場合」に、公正競争阻害性
が認められるところ、その認定に当たっては、競争の実質的制限の場合と
は異なり、市場の競争状況全体を反映した価格等の競争変数についての評
価（市場支配力の存在に関する評価。この前提として、より慎重な市場の
画定が必要となる。）を必ずしも必要としない。すなわち、行為者の地位、
行為の対象となる商品及びその特性、取引の状況、行為の内容等を考慮し
ながら、行為後の個別的な事業者（行為者、競争者）の事業活動（取引量、
価格設定等）への影響等を把握することにより、上記の自由競争の減殺効
果を認定することが可能であり、その過程で価格への影響や取引量の変化
がみられる商品の取引の範囲（市場の範囲）を明らかにすることができる。
このうち、行為者の地位、商品の特性、取引の状況等については、他の商
品との代替性の程度を示す情報も含まれているが、これらの代替性に係る
（33）　公正取引委員会「排除型私的独占に係る独占禁止法上の指針」（平成21年）第３、
１（１）においては、「一定の取引分野は、不当な取引制限と同様、・・当該行為に
係る取引及びそれにより影響を受ける範囲を検討し、その競争が実質的に制限され
る範囲を画定し決定されるのが原則である。」旨記した後に、「排除型私的独占は、
単独の事業者によって行われることが多く、加えて、排除行為は多種多様であり、
排除行為として複数の行為がなされることもある。このため、排除行為に係る取引
及びそれにより影響を受ける範囲を検討する際に、必要に応じて、需要者（又は供
給者）にとって取引対象商品と代替性のある商品の範囲又は地理的範囲がどの程度
広いものであるかという観点を考慮することとなる。」とされている。また、同ガイ
ドラインでは、当該記述の後に、代替性のある商品又は地理的範囲のとらえ方につ
いて、詳細な記述がなされている（第３、１（２）及び（３））。
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情報は、市場の画定に用いられるだけでなく、自由競争の減殺効果を認定
する上でも重要な判断要素となる。
このように、不公正な取引方法の場合には、自由競争の減殺効果（公正
競争阻害性）の認定と併せて、一体的に、市場の画定を行うことができ、
また、私的独占の事案と比べて、市場の状況に係るより限られた情報によ
り市場の画定ができるものと考えられる（34）。
しかし、このような方法により画定される場合でも、当該市場の範囲に
ついては、画定の基本となる代替性の観点からも説得的に説明できる必要
がある。
この点に関しては、価格維持のおそれや競争者の排除又は取引機会の減
少のおそれが認定できることは、これらの自由競争の減殺効果の認定対象
となった商品と他の商品との間においては、需要者及び供給者の両方の観
点からみた代替性の程度も弱いことを示しているといえる。
すなわち、もし、他の商品との代替性がある場合には、当該商品につい
て価格維持のおそれを認定することも困難になる。また、競争者の排除又
は取引機会の減少のおそれについては、当該行為の結果、行為者の取引量
が増加し、競争者の取引量が減少すること（おそれがあること）は、需要
者による取引先の選択が、他の商品の供給者に変更されずに、同じ商品の
供給者（行為者）に移っていること、新たな供給者の参入が困難なこと、
また、既存の競争者にとっては他の地域の需要者に対して販売を移すこと
が容易でないことを示すものであり、これらは、他の商品や他の地域との
代替性が弱いことを示していると評価できる。
このように、当該行為の取引への影響は、需要者・供給者の選択を介し
て生じるものであり、需要者・供給者の観点からみた代替性を反映してい
るものと評価できる（後記３参照）。
（34）　前掲（注30）
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３　SSNIP基準と市場の範囲
市場の範囲は、基本的には需要者及び供給者の観点からみた代替性の
程度により判断されるものであり、分析手法としてSSNIP基準が用いられ
ている。このSSNIP基準においては、代替性の程度の具体的な基準として
は、１年程度の期間において５％から10％程度の価格引上げ（以下、本
稿では、期間を含めて「基準価格引上げ率」という。）が生じた場合にお
いて、仮想的独占者の利潤に影響する需要量又は供給量の変化を指標とし
て用い（35）、市場の範囲を画定する方法がとられている。
このことは、上記の基準価格引上げ率超の価格引上げが生じるような場
合には、一般的に、需要量や供給量の大きな変化（市場の拡張）が生じる
ことによって、価格引上げを抑制する力が働く可能性がある一方で、基準
価格引上げ率以下、又は基準価格引上げ率超（36）の価格引上げの場合でも
利潤の増大が可能な商品（同一及びその代替商品）については、市場の拡
張によっては、事業者（当該商品を供給する事業者）の企業結合や競争制
限的行為による市場支配力の形成・維持・強化の問題に対処することがで
きないため、このような行為に対しては、独占禁止法による規制が必要と
なるとの考え方が示されているものと理解できる。
このSSNIP基準による市場の画定方法によれば、代替性の程度の基準に
係る価格引上げ率について、前記の基準価格引上げ率よりも、期間をより
短く、又は価格引上げ率をより低いものに設定した場合には、前記の基準
価格引上げ率の場合には代替性があると評価される商品間であっても、別
の市場として評価されることになり、より狭い範囲が市場として画定され
るようになる。
競争の実質的制限が、市場支配力の形成、維持、強化とされる一方、自
由競争の減殺は、競争の実質的制限よりも競争侵害の程度が低いものを規
（35）　公正取引委員会「企業結合審査に関する独占禁止法の運用指針」（平成16年、最終
改正平成23年）第２、１（注２）
（36）　必需性が強いことから、他の商品にあまり需要が代替されない商品の場合
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制対象とするとされており、競争の実質的制限が認定できる事案と比べ
て、より低い水準の価格引上げ率を生じさせる行為でも、規制対象となる
ことを意味していると考えられる。
基準価格引上げ率を用いて画定された市場の範囲（企業結合規制等にお
ける一定の取引分野の画定に当たっての基準と評価することができる。）
の下において、より低い価格引上げ率を生じさせる行為を問題視すること
は、当該市場の範囲よりも狭い部分市場において、同じ価格引上げ率を生
じさせる行為を問題視することと同じと考えられる。
このことは、市場の画定方法の観点から評価すると、不公正な取引方法
の事案の場合には、一定の取引分野における競争の実質的制限を要件とす
る他の規定（企業結合規制や私的独占の規定（37））と比較して、より狭い範
囲で市場が画定される可能性があることを意味していると考えられる（38）。
実際、前記２における画定方法は、「当該制限行為により影響を受ける
商品の取引の範囲」を市場の範囲ととらえているところ、不公正な取引方
法については、一定の取引分野における競争の実質的制限を要件とする違
反行為に比べて、当該制限行為の影響力が小さいと考えられため、その影
響力の及ぶ範囲（市場の範囲）も狭くなる傾向があると考えられる。
新しい産業分野において、自由競争の減殺型の事案について法適用を行
う場合には、競争状況や今後の動向の把握が難しい点もあることから、市
場の範囲について議論が生じやすいところであるが、現在、弊害がみられ
る取引分野があれば、当該分野をとらえて法適用を行うことができるもの
と考えられる。
 （筑波大学ビジネスサイエンス系客員教授）
（37）　ハードコアの不当な取引制限の事案については、競争状況を評価する対象期間が
短いことから、企業結合事案や私的独占の事案と比較して、一定の取引分野の範囲
は狭くなると考えられる。
（38）　波光巌「不公正な取引方法における市場の画定」神奈川法学41巻１号（平成20年）
89頁においては、事例分析に基づいて、不公正な取引方法の事案における市場は、
公正競争阻害性を問題とするが故に私的独占及び不当な取引制限の事案における「一
定の取引分野」よりも一般的に狭い範囲であると指摘されている。
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